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直接やりとりしたり面接するなかで、
『調子が良くないなら、早く復帰する
ことが必ずしも良いことにはならな
い』などと伝え、当人も『調子が悪い
間は、休んでもいい。それでは休みま
す』と直接に話し合える。現場の課長
も、以前は休ませると自分も人事課に
対して良くないことをしているような
感じもあったと思うが、今は所属の課
長も直接の対応がない分、少しは気持
ち的に楽になっているのではと思う」
　人事課と現場の関係性についてさら
に聞くと、「人事課がメンタルヘルス
不調者との窓口になったことで、現場
からは率直な意見が寄せられるように
なった。例えば、復職に向けた話をす
る時も『本当に戻れるの？』などと率
直に問われる。職場からすれば、普通
に働いていてちょっと疲れて休むこと
になった人に『頑張っていたし、戻っ
てきたら迎えて支えたい』という雰囲
気になる。だが、そうでない人がいる
ときには、職場も忙しいなかで『何故、
あの人を受け入れなければならないの
か？』となることもある」
　香山主幹は、「そのこと自体は職場の
本音が聞けるので悪いことではない」
とメリットを口にしたうえで、「ただ、
この話を突き詰めていくと最終的には、
人事課への不満を募らせる機会になっ
てしまうかもしれない」とも語った。

話し合いと相互理解の環境を目指す

　メソッドを導入してようやく１年が
経とうとする津山市では、人事課が関
与する形に変えたこと自体が大きな成
果。このため、新しい対応のさらなる
周知と浸透が必須になる。香山主幹は、
その際のポイントを、「職員を辞めさ
せるためにする取り組みではないとい
うことを、しっかり伝えることだ」と
話す。職員に気持ちよく働いてもらい
たいし、結果的に辞めることになった
としても納得して先に進んでもらいた
い――。メソッドを活用して、話し合
いと相互理解のできる環境を実現させ
たい考えだ。
　また、同市も先述の瀬戸内市同様、
既にメンタルヘルス対応を人事課の主
査に担当させている。香山主幹は、「基
本的には担当者に任せているが、メ
ソッドの流れを重視しながら、より良
い復職支援になるよう運用していきた
い」と期待を寄せる。

◇　　　◇　　　◇

　岡山県内で高尾医師のメソッドを採
り入れている自治体は、中堅規模の組
織にとどまらない。大企業規模の職員
が働く岡山県や岡山市もメソッドを導
入。人事課の労務管理部門と健康管理
部門が連携しつつ、その特性を活用す
ることで対応が困難だった事例の解決
を図ったり、統一性の高い取り組みを
推進している。

事例４

様式が客観的な状況把握の資料に
――岡山県

希望者のみだった職場復帰訓練

　岡山県では従来、健康管理部門の保

健師が復職者の職場復帰訓練を担当し
ていた。だが、訓練の期間や内容が明
確に決まっているわけではなく、そも

そも希望者のみを対象とする、いわゆ
る「お試し訓練」で、統一感も取れて
いなかった。そこで2008年から同県
の産業医を勤める高尾医師と相談し、
2014年度から休職者支援制度の見直
しを図るなかでメソッドを導入した。
その時の状況について、河合晶子・総
務部人事課職員厚生班主幹は、以下の
ように説明する。
　「当時、県職員のメンタルヘルス不
調者は増加傾向にあった。病気休職・
休暇の原因もメンタルが最多。休職者
の７、８割はメンタル疾患が理由で、
休職期間も長期化していた。その一方
で、職場に気兼ねや焦りがある人は『早
く出てこなければ』と準備ができてい
ないまま復職し、またすぐ休職するの
が課題だった。復職訓練は希望者のみ
だったので、早く復帰したい人は『そ
の期間がもったいない』と診断書を
取って戻ってこようとする。反対に慎
重で自信のない人は『休職中に少しで
も慣れたい』と思って訓練を受けてい
て、対応が統一されていなかったこと
も問題だった。こうした状況に職場の
上司が苦慮していたこともあり、高尾
先生に相談した」

立てやすくなった復職見通し

　こうしてメソッドの導入を決めた岡
山県では、運用のなかで使用する様式
が「客観的な状況把握の指標として役
立っている」と捉えている。
　「本県の産業医は高尾医師だが、休
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職者の対応については県の組織である
『精神保健福祉センター』の精神科医
がメンタル健康管理医という立場で管
轄し、メインで相談する流れになって
いる。センターの先生には、メソッド
の内容も伝えつつ対応してもらってい
る。そういったなかでも、『療養段階
確認シート』や『生活記録表』といっ
た、休職する本人が自身の状況を書く
ような書式は共通で使用しており、こ
れにより本人の状況が客観的に把握で
きる指標になったり、復職に向けての
見通しも若干立ちやすくなった。様式
は、主治医にも同センターの先生にも
見せるので、良い資料になっている。
ただ、様式のうち、本人からの週１回
の報告を求める『療養・復帰準備状況
報告書』は未導入なので、周知をどう
していくかも含め、どの段階で入れて
いくかが難しいところだ」
　なお、同県では、メソッド導入時に
手引きの形で書式集も作成。導入後５
年目を迎え、定着しつつあるものの、
現場はわかりにくさも否めないという。
河合主幹は、「これまでも内容に応じ
て少しずつ修正しているが、今は一目
見て全容が分かるようにまではなって
いない。誰が見てもメソッドの仕組み
がわかるように見直していきたい」と
している。

職員には予防に対する自覚を

　一方、課題に関して河合主幹は、健
康管理部門と労務管理部門の連携強化
と、職員全体への周知の徹底を挙げる。
　「同じ人事課でも班は分かれていて、
勤怠等は労務管理部門、職場復帰訓練
や復職支援制度の対応はどちらかとい
うと健康管理部門が主で行なっている。
両者の連携が重要になるので、引き続
きの課題だと思っている。また、今は
まだ職員全体への周知が行き届いてい

ないと感じる」
　それだけでなく、職員一人ひとりに
予防に対する自覚を促すことも課題と
する。
　「この１年ぐらいの関わりのなかで
感じるのは、ギリギリまで頑張って休
職に入った人は復職に凄く時間がかか
るうえ、復職しても再発する人が多い
こと。『症状があったらすぐに休め』
ということではなく、症状が比較的軽
度のうちに自分なりの休養の対応が取
れたり、病気になる前のサインをどう
いった形でキャッチするかによって、
その後が全く変わってくる。なのに、
そういったことはあまり知られていな
いので、どのように伝えていくか思案
している。身体の病気も同様だが、研
修で伝えたり管理者がまず知って職場
に伝えるなど、様々な伝え方があり、
それが予防につながればと思う。必要
なことをきちんと伝えていけるように
考えていきたい」

◇　　　◇　　　◇
　岡山県は2018年７月、豪雨災害に
見舞われ、同県の職員は自身も生活面

での不安や不便さを抱えながら、想定
外の業務に対応した。奥康弘・総務部
人事課人事班主任は、「行財政改革に
よる定数削減で体制は良い意味でスリ
ム化したが、この夏のような大規模災
害は想定外。結果として、多くの職員
に時間外労働が発生し、健康管理がよ
り欠かせなくなっている」と指摘。「一
般的にも働き方改革が求められるなか
で、本県においても職員が皆、健康で
十分に力を発揮できるようにすること
が必要なので、そういった職場環境を
整えていかねばならない」と強調する。
　災害の経験と予防への関わりについ
ては、次の事例で紹介する岡山市の上
野和美・総務局人事部給与課副主査も、
「公務員でないとできない業務や市民
のために働く職員の多さを改めて痛感
したと同時に、この仕事は心身ともに
健康でないとできないことで、予防的
な関わりの重要さも強く感じた」など
と言及している。二つの自治体に共通
するのは、予防による健康づくりの大
切さだ。

事例５

関係者が同じ方向を向いて対応する安心
感が――岡山市

病気休職を繰り返す職員の増
加とその対応に苦慮

　岡山市は、高尾医師のメソッドの導
入に踏み切るまでは、安定的に継続し
た就労が可能か否かよりも疾病の回復
状態に焦点を当てて、病気が治ったと
する本人からの申し出や、主治医の診
断書を受ける形で復職を決めていた過
去がある。
　上野副主査は、「たとえ完全に回復

していなくても、経済的な理由等で
焦って復職し、療養が不十分だったと
して再度、休職する職員もいたのでは
ないか」と見ている。

復職後に再休職した職員はゼロ

　同市はその後、2007年に高尾医師
が産業医になり、メソッドを採り入れ
た。ただし、岡山県同様、その全てで
はなく一部の導入に留めて運用してい
る。それでも、以前は「保健師や医療




